
(財)やまぐち県民活動きらめき財団

住 所 :〒,39■S第5 山 百市大手町9-6 山 H県 社会福社会館コ
T コ  L i033-924-0000   ]nall l■ lrdzdOぁ Inl c9■

コ A XtOS3-924-0096   J II Liヽ ■,″ oヽDe,4探 a nin lon/1t rans,マ

(1)県 民活動支援機関

【(,り山日県文化振興財団】

iな 支優内容

ク ス 支灘 関の擬要を″親

(2)県 民活動支援拠点

rタス 文督勉 争の滋要あ考籾

(3)県 民活動支援機関/1R民活動支援拠点 〈県全域/広域圏)における平成17年度事業

県民活動団体伴への活動助成/ボ ランティア保険擦金の補り/ボ ランティアフ=ス ティ
本ル開催/協 輌ネットワーク形成文接/県 民活動表援センター管理 tt営

(財)山 日県国際交流協会

所
Ｌ
Ｘ

Ｅ

Ａ

任

Ｔ

Ｆ

干750 -い 11  山 H市 吉敷 316 5 - 1

0 8 3 - 0 2 5 - 7 S●3  コ na l i  コoa t t l e a  o中P
083-d20-4144  URL!ヽ ltF″、、ぃ,vゃ 」。l JF/

利用可能 日時 火曜日～i昭 日 000～ 17,∞

利 用横備 等
貸会議室/会 議ネ本―ス/ヨ ビー横/″ ツ`コン/テ レビ ビ デオ/活 動情報栂示ス本―ス

/そ の他 (囲書)

主な文眼内容
井営利め曳間日際交流 協 力活動に関する支援 (情報収集掟挟機能 交 流機能 相 談 仲
介機能)/情 報収集提供/成 間交流の促進/国 際理解の推進/外 国人の吏援/国 際愉力め
推進 挙

事 業  名 事 業 内 容 備 考

常及啓発事業 「カルチi―やまぐらJの発行 普及啓覧

rクス 責済稜留 寅魔幼有舞 ☆ をラ妙



〈 Ⅲ 活動分野別 NPO法 人数

活動の種類 (改正法に対応) H12 H 1 3 I E 1  4 H 1 5 H■ 6

保健 医 療又は福祉の埼進を図る活動 22 44 ハゆか０ 02 1 1 7 117

社会教育の推進を図る活動 16 S0 50 69 87 87

まちづくりの権進を図る活動 21 SS 54 34 104 104

学術 労 ヒ 芸 術スはスボーツの振興を図

る活動
12 22 ｎ

４
あ
９ 47 62 う

●
い０

環境の保全を図る活動 7 16 28 44 60 ハ
リ
ムじ

ll害強援活動 S 5 6 6 7 7

地域安全活動 2 4 7 10 13 13

人権の擁護又は平和の推進を図る活動 4 12 18 20 22 22

国際的力の活動 3 0 12 15 21 21

男女共同参画社会の形成の促進を図る活

動
3 7 14 10 17 17

子どもの健全育成を図る活動 17 31 4 8 60 84 84

lS報化社会の発展を図る活動 4 13 13

科学技術の猿輿を図る活動 1 7 7

経済活動の活性化を図る活動 2 15 16

職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支
援する活動

2 19 19

消費者の保護を図る活動 2 5 6

前各号に鉛げる活動を行 う団体の運営又
は活動に関する連絡 助 言又は援助の活動

10 19 37 67 80 80

計 I10 2抑 072 う
０
〓
● 733 703

法 数人 韓 66 93 146 195 197



2)主 たる事務所所在地別NPO法 人数

1

●

す【蘇i/札士̂,カ

な|

最臨 〔

山口県認証法人

内閣府認証法人

市町村名
NPO法 人数 (H176月 末)

市町村名
N P OIL人 数 (Ⅲ176月 末)

山田県認証 内閣力璃 証 計 山口県認証 内閣府認証 計

下 関  市 29 9 ０
０
（● 周 南  市 イ

， 3 17

学 部  市 27 5 ０
４
（ι 周防大島町 7 7

山 日  市 33 9 42 由 宇  町 3 3

萩 市 9 9 玖 珂  町 2 2

防 府  市 10 2 12 月 東  町 S 3

下 松  市 6 1 7 お 地  町 1 1 2

岩 国 市 12 2 14 秋 穂  町 2 2

山陽小野田市 5 5 Jヽ 都 ltr 1 1

光 市 11 11 阿 知 須 町 2 2

長 門  市 8 S 阿 東  町 1 1

柳 オ  市 7 7

合 計 197 32 229

美 祢  市 4 4
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中 たる事務所の所在地

萩子どもセンター

萩市大手東田町う2番 地

鞭 歎 題 薙 塑  NPOと 田 可 の こ と で す か ?盛 題 盟 線 酸 騒 麗 軽 瀬 観 醸 露 郵 陣 嬢 鞭 練 醸 線 餞 綴 題 軽 疼

N P O と は、英語の N o n  P r o ■t  O r 額内z a t  o n の頭文字をとつたものです N o n
は 「非」 P 「o f i t よ「利益を目的とした」、O t t a n  z a t  o n は「組織J で 、「ヨF 営利組
織J の 意味です。営利を目的とする会社などの団体に対して 自 利を目的としない
民間団体を指す言葉として使われています。N P O が 法人格を取得した揚合はN P
O 法 人 ( 「特定非営利活動法人J ) と いしヽます
従来 法 人制度上の非営利法人と言えぱ 識 が国では社団法人や財□法人 F t t 室
福l f 法人 学 校法人 宗 数法人、生協法人 労 働組含 農 陶などがありました。 し
か しながら 法 制度のしくみから、これらの法人や団体は 行 政庁の監督や計調司
のもとに置かれ 活 動の自由が制約されてきました
一カ 近 年、社会のエーズの多様化の中で そ れに応えるため自由に自律的に活
動する民間の非営利団体が増えてきました。これらの組網は 保 健福祉の増達 学
術 文 化 雲 術 ス ボーツの振興 ま ちづくり、国際協力 l x l 書救助 人 権の擁護
などの幅広い劣野で活躍するようになりました。市民が自発的に活動を組織してい
ることが多いことから、このような活動を 「市民活動」とl l うこともあります。県
では こ うした市民活動を組曲的に行う団体を指 してN P O と いっています

薙 鞭                                葬

(3)山 口県知事認証法人 NPO法 人一覧

/ス 激 一登を調

(2,内 閣総理大臣認証法人

①主たる事務所が県内にあるもの

ワール ド地球環境保全生選学習協会

周南市梅園町 1丁 目23番

地

ク ス 激 卜を と霊靭

9従 たる事勅〒が県内にあるもの

に夕五 差スー覧 をま存り

日本人権路憩連令会

宇却市東本町 1丁 ,3脅 7号

こ。弾サ“ま 自維 対硫ヒヨ t~ 其4室折暁 1,慧ほ卜ることにより期 者
査こ目まし,ュ 自搬 引聴 よ範 然 濁殿張性りfク ′,こ印 ち
撃 節 うとtt4=謝 的 ぉける宝 畔 帥 帥 よつぷラ
ンティ方青動を通して 綻怜者とほ奪者の費術J国り そらb身めクアのもと
閃辞陰 「業 メそ移り 切ヾさを増 し 印 溢と御 立崎留特
虫 業部票指を通じて環金 罰寸 ボランティア 分護 助は活動をして穴胡
学番舞青才市、弛惑とのあらゆる生舗初 保題青成と自然環境″帥
d〔海外途上国お 鋤を実践Ц とれらの事鞘こ採わち全てク"(■力と
期 k閃 辞とヤ坊振ど自々 揮の鮨 勧 古Lう N甜生を記、
卸車加 上を目祥"と 共i題 捜製能引髪基寄 与すること,

子どもの健全育成に関する活動を行うことによつて 子 どもの社
会姿画の拡充を図り 子 どもの料かな成長に寄与すること

法ル切的堂たる事務所の所在地

沖 郷 麹堂たる事務所の所在地

人籠 信 条 性 別 ll会 的身分又は関地等により政治的経済的x
は社会的関係において差別された人々又はその恐れのある人々に
対して 人 権搾護 文 援に関する尊発を行い差,」のない社会の建
設に寄与すること。
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(1)山 口県県民活動促進条例

(2)山 口県lR民活動支援センター条例

(3)山 日県県民活動支援センター規則

(4)山 日県県民活動審議会規則

(5)山 田県県民活動推進本部段置要親

(0)特 定非営利活動促進法

(7)特 定非営利活動促進法樋行条例

(3)特 定非営利活動促進法施行条例施行規則
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〈Ⅲ)計 画の鯉旨

地方分権の時代 において 魅 力あ

‐ティ活動 ボ ランティア活動 N

い くことが大変重要です.

本計画は 県 民活動促進条例 に基づき 自 主的 主 1 4 的な県民活動を促進す

るに当たつての環境つ くりのために平成 1 4 年 度 に県が策定 した計画であ り

県民活動を促連 してい くための基本的な方針や施策の方向を示 しています

今後はこの計画に したがつて具体的な事業を進め 県民活動促進条例第 1条

に鵜げる 「県 市 町村 事 業者  県 民活動団体及び県民の協駒による県民生活

の質的向上及び個性豊かな地域社会の実現Jを 目指 します。

る地域社会 を築 いてい くた めには コ ミュ

P O 活 動 な どの 「県民活動 J が 活発化 して

( 2 ) 計 回の性格

○県民活動馨議会や県民意見交換会 パ ブ リッ

意見を略まえて策定 した計画です。

O市 町村 事 業者  県 民活動団体  県 民 と連携

O県 の総合計画である 「やま ぐち未来デザイ ン

別計画 と密接 に関連す る計画です。

ク ヨ メン トの導入等 県民の

して取 り組 む計画です

2 1 J 及 び その他 の県 の部 門

O 「 地方分権 の推進 J 「 行政 改革 の推進 J の 視 点 を略 ま えた計画です。

( 3 ) 計 画の期間

施策 の基本的方 向 については 平 成 2 2 年 度 まで を見通 した長期的な展 望 と

し 取 り組むぺ き課題 と具体 的施策 の展 開方 向については平成 1 9 年 度末まで

の 5 年 間 とします



(4)計 画の体系

鞄
0自 主性 主 体性を尊重しながら 活 動がしやすくなるような環境づくり

0県  市 町村 事 業者 県 民活動団体および県民が パ ー トナーシップを強立し

す↓

ケ　
捧
ψ

本

の 課rtづくり

基本方針Ⅲ 県 民多加のための車境づくり

本方針細項目 県民活動促進施察の展開方向

1)県 民の理解
「時間 情 報 き つかけJ等 の縦
題に配慮した活動に参加 しやす
い環境づくり

多種多様な活動情報の提供
活動団体の社会的信用を高め

県民活動のすそ野が広がる環境
づくり

2)事 業者の役割
事業者や従業員の県民活動への

参加志様を喚起し 県民活動を支

援しやすくなるような環境つく
り

事業者だけでなく 各 緩団体の

理解と協力が得られるような県

携つくり

ア 果 民への情報提松と参加意欲の促進
広報やイベントの開催などを通じた県民活動に関する理解や
参tr意欲の促進

条例で定める 「県民活動に進期間Jに おける重点的な普及瞥
発活動

県民活動への参加を促進する相談体制の充実
受け手に応 じた多様な手段による情報の抽発
市町村に対する情報発信の依頼
県民活動に参 lPしにくい人への広報方法 相 談体llの工夫と
県民や県民活動団体に対する協力依頼

イ 県 民への学習機会の提gr
生援学習の視点に立つた各種の講座の開催や学習 研 旧携会
の提供 活 動の機会や場の提供
児童生徒等に対する学校 家 庭 地 域社会が連携した取組の

推進

ウ 苺 業者の活動参加の促進

事業者に対する県民活動の啓発 活 動情報の提供 活 動団体
の紹介などを通じた理解の促進
事業者団体等ど連機した県民活動への参加促進
事業者と県民や県民活動団体との連14の可能性の研究
事業者が県民活動への寄附を行いやすい仕組みに関する研究
各種団体に対する事業者と同様の取組の推進

エ ボランティア休暇制度の普及啓発
船員のボランティア休暇取得についての配慮 促 進と制度内
容に関する研究
市町村職貝への普及啓発に関する理解促進
事業者に対する制度の整備に関する理解促進 休 暇取得への

配慮について啓発

オ 県 民活動に対応した保険制度の啓発
県民活動に対応した傷筈保険や損害購僕保険革についての利
用啓発と加入の促進
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基本方針2 自 主的 主 体的活動の向上 促 進のための環境づくり

本方針細項目 県民活動促進購策の展開方向

1)自 主性 主 体性の尊重

活動の自主性 主 体性を損な

わぬよう配慮した環覚づり

2)地 域化 独自性 個 性の尊電

多様な県民活動の個性を生かし

kl域性や独自性が発揮できる

よう 画 一的ではなく 活 動の

実情に配慮した環境づくり

3)市 H,けとの遠擁

県民活動に対する市r tFの理解
の促進を図, 市 町村が実施す
る環境づくりや 一` トナーシ

ップの形成に跡カ

県爵言動支援機関等と連携した

環境づくり

県民活動支援機関等神五の連携

Ⅲ問支獲田件の充実 発展に向
けた支援と連躍の44t

4)県 民活動支援機関等との速携

ア 県民活動に関する情報の収集と慰共、エーズの把埋
各額活動支援情報の収集ど提供及び露議会や各種調査等を通じ
た県民活動の実態とニーズの把握  等

イ 人 材育成やマネジメント能力向上のための''修の実施
団体のリーダーや専門知識を持つ人材育成を図る研修の実施

県民や県民活動団体が利用しやすい研修手法導入  等

ウ 11会的理解の促進のための広報 rg4事 業の実施
県民活動の社会的理解を高めるためのシンポジウム等の開催広
報媒体の活用 頭 率常1度の検討等広報 啓 発事業の推進
県民活動団体による自主的な情報公開 提 供 活動の評価の具
体的方法の検討啓発 活 動発表機会の充実  等

工 活動の場の強保への協力
活動場所や団体の事務を行う場所の確保についての検討等

オ 交流機会の鍵供年による多様なネットワータの形成
交流 情報交換の場の提供などによるネットワークの形成支援
等

力 情 報ネットワークシステムの機能充実
YSNの 利活用の普及啓発と情報提■lシステムの整備充実等

キ 県 民活動支援機関等におけるltj互の連携
棋々な機会を提えた相互の情報交換や交流の場の充実 等

夕 中 関支援団体の充実と連携
中間丈撰団体の充実と連frFの推進

ケ 県の財政支援の方向
県は県民 HF動全般に波及効巣のある財政支霞中心
個々の県民や県民活動団体を対象とした財政支援は 主として
県民活動支援機聞が実施し 県 が直接実施する場合は 協胸推
逓の網点から推進

ヨ 県 と市田「付における施策の協力 連 携
県の施策に関する情報程供等 市町付における県民活動促進の
基盤つくりに向けた気速の醸成と協力 連 携

サ 県民活動支援拠点の整備と機能充実
さらめき財団と県民活動支援センターは 県民活動の中核的な
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基本方針 3 県 民自治の観点に立つたパー トナーシップの礎立と協詢の推進に向けての

環境づくり

基本方針細項目 県民活動促進施策の展開方向

■)地 方分権と県民自お

県民活動は地方ラ縄 時代にお

ける 「県民自治Jと 「第二の

分獲J推 進の原動力

県民活動が地域の中fl■付=

成熟していくための環境づく

り

2)パ ー トナーシンプの統立に

向けた相互理解と対等な関

係の確立

県 市 町村 事 業者 県 民活

動団体及び県民が対等な′`―

トナーとして協助を進めてい

くための環境づくり

3)隅 助の必要性と効果

協働の定義 必 要性 効 果に

ついての前切等

4)行 政の意餞改■

県尉旨動に対する行政の理解
の必要性

職員に対する教育 啓 発活動

の実施

5)行 政と県民 県 民活動団体

における崩働推進のための

課題と式懸

行政と県民 県 爵 骨動団体が

本― トナーシップを植立し

lJ働を推進していくための眼

題を踏まえた翻勘をPl滑に推

進するためのガイ トラインの

作成

6)事 業者と県民 県 民活動団

体との夕`― トナーシップの

雄立と協働の推進

事業者と県民 県 民活動団体

がパー トナーシンプを確立し

協倒を進めていくための環境
づくり

ア 透 明で開かれた県政の一層の推進

県民や県民活動団体との脇働に向けた広報活動の積極的な実施

と情報公開の充実

イ 政 策立案等における県民 県民活動団体の参加機会確保
パブリック コ メントや県政モニタ 制ヽ度等の充実強化

各種審議会等の委員における県民活動団体関係者の参加lL進及
び公募による県民の参加催進等 県 民や県氏活動団体の政策蛇

秦能力を十分,き 出せる機会の確保

ツ 事業者及び各種団体との連携 協 力による脇働の推進

事業者や各種団体の理解と協力による県民や県民活動回作との

ネットワーク構築 PL進 等

工 市町村における脇働の推進への協力
市町村墳内における協勘の様進に関してま 各市町村が主体と

なって実施し 県 は市町村に拘力 支 援

オ 協働に関する研修の充実

県及び市町村における職員研修の実施

県民や県民活動団体からの講師招聘

県民や県民活動団Flと行政職員との合同研修の実施

的昌の県民活動への参加奨励  等

力 大 学 研究機関等との連携による機働に関する調査研究の促
進

県民活動に関する先進事例や詩外国の状況等の調査研究を通じ

た協働の可能性の検討

キ 県事業における協勧の推進

行政告分野における県民や県民活動団体とのほ働の可能性の検
討と全庁的な共通認識の下での実施

県民や県民活期団体の政策提案による新たな取組や必要な財源
の確保についての検討

県が主体的にtjuす るイベント等における県民や県民活動団体
の参加 厳 力の検討 実 施

脇働事業の引慣

協働事業の検討と決定→協価の事業方法の選択→鵬働の本―

トナーの選定一trr勘事業の実施→海櫛事業実施後の辞価とフ

ィードパック

ク 協 鶴推進のための新しいガイ トラインの策定

協陶を推進していくための手法や レール その他必要な事項
を再検討し 「県民活動団体との協働に関するガイ ドブックJ
の改訂版として策定
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(5)計 画の推進体制

〇庁内におけるlL進体制

「県民活動推進本H`Jに おける庁 内関係仰局の連携 と果の括策の検討 調 整

県民清駒推進三1県民活動全体の所管部局 絡 合窓日としての連携調整機能

県民活動ヨ状に共通する施策を推 rL

関 係 各 課 室 :それぞれの関係分野を所管する年諜室が中心となって施策をIE進

O県 民活動客議会

基本計画も告めた県民活動 に関する重要事項の調査 審 議 控 議

県から基本計画の実施状況の報告を求あ 効 果的な推進方策について盤言

O市 町村及び県民済駒支援機 関等 との連携

県民活動の促進 に関する近策について 市 町村 との連絡調整 情 報交換の

ための会議の開催等を通 じた連携 と推進

県民活動支援団体迎格会議 県 民活動セ ンターネ ッ トワーク会議球を通 じ

た県民活動支援機 関等 との連携 ど推進

【推進体制図】
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(1)ガ イドブック作成の趣旨

県民や県民活動団体と行政との胡働を進め 「

社会 を形成 してい くこ とは  こ れ か らの県ら く りに とつて大変重要です

自
【

―

立 協 的 循 環 J型 の地域

このため 県 では 「山日県県民活動lPF進条例Jに おいて 県 民の翻動による県つくりを進

めていくことを明らわヽ こし さ らに 「山日県県民活動紀連基本計画Jにおいて 県 民自冷の

視点に立ったパー トナーシップの強立と陽倒の推進に向けての環境づくりを行つていくこと

を基本方針としています。

本ガイ ドブ ックは こ の環境づ くりの
一環 どして 行 攻職員が所掌す る施策

や事業にたいて 県 民 ど りわけ県民活動団体 との鵬駒 を進めていくための留

意事項や手順 を示 しています。

今後は こ のガイ トブ ックに したがつて、協働 についての共通認識 を図ると

ともに 施 策や事業において積極的な取組を進め 県 民活動促進条例第 1条 に

掲げる 「県 市 町村 事 業者 県 民活動団体及び県民の脇勧 による県民生活の

質的向上及び個性豊かな地域社会の実現 Jを 目指 します。

(2)ガ イ ドブックの性格

働働の必要性や県民活動団体の特性についての理解 を深 めるとともに 協 観

事業の企画 立 葉か ら実施、評価までの基本的留意事項等を示 したガイ ドライ

ン的な要素 と県事業 における具体的な協働 の事務 手続等 を定めたマ■ュアル

的要業を盛 り込んでお り 協 勧事業を円滑に推進 してい く上で 市 町村や県民

活動団体の方にも参考に していただ1する内容 となっています。

(3)協 働の基本的考え方

①協働の定義

続働について 「十日二の存在意義を認識 し 尊 重 しあい 相 互にもてる資

源を出 しあい /F等 な立場での共通の 目的を達成す るため お 互いに協力

す ることJと 定義 しています

②協働の憲義と効果

【県民参加の促進】

県民活動団体が、行攻 との協働 を通 じて 活 力 ある地lF社会を支える

担い手 として機能 してい くことによ り 広 く県民の間に 目おの意識が高

ま り 県 民主体の地域社会の形成が図 られます。

【公共サービスの向上と行政のスリム化】

県民活動団体は 地 域の県民ニーズを把握 している場合が多 く サ ー

ビスを受ける立場 に立った者め細かなサー ビスの提供が期待できます。

また 県 民活動 団体 との協働 を推進す ることで ス リムで効率的な行

政運営を実現す ることができます.
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【県民活動団体の活動の充実】

行政どの脇働によつて 活 動の目的や理合をより効果的に実現する場が得られ

また す ネジメント能力や事驚処理能力の向上にもつながります

その結果 社 会的理解やFF価が高まるなど 県 民活動同体自体の活動の広がり

や成熱も期待できます。

③協働の基本原則

【対尊な関係】

脇制においては 行 政と県民活動団体はお互いが上下の関係ではなく 積 の関

係を保つことに心がける必要があります。それにより 県 民活動団体制に自己責

任の意識が高まり 自 主的 主 体的な活動につながつていきます。

協働を進めるに当たつては 行 政は 県 民活動団体を支援するという立場とい

うよりも 県 民活動団体と共に地域づくりを行っていく当事者であるという意識

を持つことが大切です

〔相互理解】

行政と県民活動団体が 相 互の特質や違いを理解 した■で 果 たすぺき投営1や

まrr分祖尊を明碓にし 協 働に取り組むことかヽ必要です。

【相互自立】
一方に依存するのではなく お 互いに出立した関係を保つことが重要です。

果民活動団体は 行 政の支援に依存するのではなく 活 動の自立を目指 して陽

働を進めていく意識が必要です。

【目的の共有】

行政ど県民活動団体は 三 いに協駒によつて喜成しようとする目的を共有し

合意形成を行いながら協鋼事業を実施することが重要です

そのため 相 互の情報を常に変換 し合い 協 例の目的を再碓認しながら そ れ

ぞれの役割や責任分担等を明推にする必要があります。

【情報の公開】

行政は 犠 勧についての社会的な理解を得るとともに 県 民活動団体の参入機

会を確保するため fJ駒 で進めようとする事業についての情報公開に努める必要

があります。

また 県 民活動団体は 行 攻と協働事業を進めていく前握として 活 動目的や

活動内容 過 去の協働実績等の情級を公開 提 供していくことが求められます

(4)協 働推進方針

①基本的な考え方

県民にとつてより良いナービスを提供できる主体は誰かという視点から 県 事業

のうち 県 民自らが地域つくりや地域課題の解決に積極的に関わつていく必要があ

り か つ 先 駆性 即 応l■ ttF,性 当 喜者性など県民活動団体の特性や団体関の

ネットワータを生かすことができるような事業を 「脇駒に適した事業Jと して位置

づけ 県 民活動団体と県との協働を積極的に推進します。
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②県と市町村の役割分担

基本的な考え方としては 県 は広墳日治体として 全 県に列果を波及させる必要

のある事業や 市 町村では実施が困難な専F,性の高い事業等にたとして取り縄むこ

ととします。

③雲記事業における民間企業との関係

県事業の香託党を 「県民にとつてよりよいナービスを提供できる主体Jは 誰かど

いう縄末から検討する場合 事 業の目的や性格によつて呉なり 大 きくは下記に二

分されると考えられます。

0協 駒に適した事業

県民活動団体と協働を進めていくぺさ 「協的に適した事業Jか どうかは 原 則と

して 下 記検討の視点からの検討を行つた結果 協 価が必要であると半↓断される事

業で か つ 事 業の分野が次のいずれかに合致する事業とします。

【検討の視涼】

tr働事業の選定に藤しては 行 政が事業を実施するにあたっての一般的な観点

のほか 次 のような視点を加えて考えるこどとします。

行政課題の解決に当たって 県 民活動団体との協働が必要か。

県民活動団体の特性やノウハウ等が生かせる事業か

委託先検討の視点 委託事業の進め方

従
来
型
の
委
託

事業目的の達成のたあに 事 業完了までのブ,

セスよりも 財 政効率や事業の特殊性 (高度な

事「う性や保焚基準時特別な要件を充たす必要の

ある場合等)を 踏まえたサービスの内容 (すな

わら 発 注者の要求に対し い かに低廉な価格
で要求されたす―ビスを提供できるか)を 重視
し 外 部雲託はそのための手段と考える場合

民間企業害に委託した方が農
い場合や県民活動団体と民間
企業双方が候llとなる場合が

あります こ の場合は 従来か

らの委託事業に馴染むもので

あり 県氏活動団体が受注した

としても 「協働Jと は言い難
いでしまク。

協
駒
型
の
委
託

財政効率等を度外視するものではないが む し

ろ 事 業のプロセスを通して 「県民参″]J「県民

白治の促進j「コミュニティ形成」といった県民

活動団体に雲託することによつて生じる効果

(サービスを受けるだけでなく参加することに
よって社会的連帯を強め 互 助や自治の機能を

促進するといつた効果)を 重視する場合

県民活動団体との 「t3櫛Jの観
点から委話を考える本音でぁ
,委 能先の選定方法について

も 公募提案方式を取り入れる
など 「協胸Jを意識した進め方
が留まれます。
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【事業の分野f

多くの県民参加を可能にする事業

きめ細かく柔紙な対応が求められる事業

県民が当事者性を発揮 し 主 体的に活動する事業

県民活動団体の活動分野における経殿に培われた専F,性が発揮できる事美

広lHt的に実施す本き事業をモデル的に実施する事業

これまで行政が取り組んだことのない先駆的な事業

公的施設の運営 事 業企画に関する事業

即応性が求められる葺業

新たな公益性や潜在化した公益性を発見する事業

(5)協 働の具体的進め方

①情報交換 意 見交換の実施

県の施嫌や事業について 事 業所管部局 (認 室 )わ 協`働化の可能性を探 り 陽

倒推進方針に基づいた判断を行ったり 協 働事業として進めようどする場合の事業

の方向性を見いだす場として 県 民活動団体と情報変換や意見変換を行うことが効

果的です。

県から呼びかける場合以外にも 県 民活動団体から提案があれば 県 事業の所誉

者1局 (課 室 )は  協 働の可能性について適宜検討を行 う必要があります

検討の結果 事 業化が難しいものであっても 県 民のニーズ 県 政への要望を最

大限に波み取り 現 行の施策の中で活用するよう努力することが必要です。

②既市事業の見直し

これまでの政策握言や県民■―ズ等も踏まえ 県 民活動団体と朗動した方がより良い

効果が停られるかどうか予算綿成時期までに事業所管H■局 (課 室 )で 見直しを行いま

す。

O新 規事業の検討
「情報交換 意 見交換Jを 積極的に実施し 県 民活動団体からの意見や提案等を踏ま

えながら内容を検討します。

④事業の臨勘化についての方針決定

県民活動団体との情報交換 意 見交換の実施後 検 討の対象となつた事業を実tFr

に脇働事業として進めるかどうかの判断を事業所皆部局 (RIR 室)で 行います。

この場合の着限点としては 大 のようなものが考えられます。

協駒推進方針の再確認

4r所省分野の施策の展開方向等からみた草業の優先順位 等

- 70 -



フロー図



(6)協 馳の事業形態

協働の事業形態には様々なHDのが考えられますが 以 下の 0つの事業形態に分類して

います。事業形態の選択に当たっては 事 業目的実現のためにもつども効果的な形僣を

検討することが必要です。

O協 駒型委轟

【概 要 】

行政が実施すぺ=事 業のうち 機 働推進方針により 委 託先を県民活動団体に

限定して実施する事業形態を指します

「協働型委託1は  tF駒推進方針に基づき 県 民活動団体の特性に着用して委

託を行 うものであるため 価 悟競争にはなじます 予 算の範囲内で事業に最も適

した企画力や実施能カ ノ ウハツ守を持つ姿託先を決定する方法として 公 募提

案方式がよいと考えられます

【効果】

県民活動団体が持つ専門性 先 駆になどの特性が発揮されることで 県 民ニー

ズに合ったサービスが実施できます

県昆活動団体に委託することにより 「県民参加J「 県民自治の促進」 「コミュ

ニティの形成J等 の効果が期待できます。

【留意点】

事業委託は 行 政から県民活El団体への財攻支援ではなく 県 民活動団体にと

つて 活 動の目的や使命を具現化する場であるとい,姿勢が双方に必要です。

県民活動団体の多くは行政との契約の経験がないことから 契 杓方法や真払い

方法 仕 様書 契 約書等について事前によく説明をし 理 解を得ておく必要があ

ります。

契約の円滑な履行のため 契 約の履行過程においても 委 託業密の進捗状況の

報告を求めるなど適宜情報交換等を行い 契 約履行状況の的確な把握に努めるこ

とが重要です。

契約の履行にあたつて個人情報の保護が必要な場合は 栗 杓書等において明確

にしておく必要があります

県民活動団体への委託は NPO法 人 任 意団体を問わず 税 法上の収益事業

とみなされる場合があります。その場合 法 人税等の課税対象となる場合があり

ますので 委 託先の県民活動団体に 税 務署等へ相談するようア ドタ`イスをする

ことが必要です。

④補 助

〔概要】

協駒としての補助とは 行 政が対応しにくい先駆的 実 験的な事業など 「県民

活動団体と行■rの共通の目的遭成Jの ための手段として 実 施する場合を指しま

す。
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【効 果】

行政が対応 しにくい先駆的 実 験的事業等の実施が可能どなり 多 様なサービ

スの提供 専 門的な知識や技術の活用 県 民のユーズに合つた事業の41果的な実

施など幅広い県民サービスの提供が期待できます。

県民活動団体の主導による事業形態であることがヽら 自 主的 主 体的活動の活

発化や活動のすそ野の広がりが堀待できます。

【留意点】

事業の実施主体は補助を受けた県民活動団体であり そ の実施責任 結 果責任

は 県 民活動団体が魚 うことになります ま た事業の成果は 補 助を受けた県民

活動団体に帰属します。

事業の公平性 透 明性を高めるため 補 助条件や選考基準のpF3 1t化 公 豪方式

や公lTS客査の導入 事 業報告書等の公開等を検「lする必要があります.

○融 資

【概 要 】

融資は 協 駒の観点からは 県 民活El団体と行政との共通の目的を達成するた

あ 県 民活動団体が実施する事業に対し 行 政が資金を貸 し付けるものです

【効 果】

行政が対応 しにくい先駆的 実 験的事業等の実施が可能となり 多 様なサービ

スの提供 専 門的な知識や技術の活用 県 民のニーズに合った事業の効果的な実

施など幅広い県民サービスの提供が期待できます。

〔留意点】

県の制度としては  「NPO法 人サポー ト融資事業Jお あ`りますが 対 祭はNP0

法人のみであり 任 意団体への適用はありません

④共 催

【概要 〕

県民活動団体と行政が共に主体となって車業を行う協働形態です。

県民活動団体と行求等で構成された 「実行委員会J「 協議会」等が主催者とな

つて事業を行 う場合やこれらの実行委員会等と行政が共に主体となつて事業を行

う場合もここに合みます。

【効果】

行政と県民活動団体との相互理解や航力関係が促進されるとともに 双 方の特

性や得意分野を生かすことによって 補 乗効果が期待できます。

【留意点】

相互の役割分担を経費分担についても事業実施前に取り共めておき 文 書化 し

ておくことが望まれます

実行委員会や協議会等の競合は 参 加者相互の役割分担と経費分担を明確にす

るどともに 合意形成の方法や運営方法についても協議しておく必要があります。
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⑤事業協力

【概 要 】

共催 (実行委員会 協 議会等を含む)以 外の形態で 県 民活動ll体と行政がそ

れぞれの特性を生かした役割分担を行い 事 業を撮力して行うことをいいます

「アダプ ト プ ログラムJ「 後緩J「 行政主催事業への県民参加J等 が該肖し

ます。

【効果 】

県民活動団体と行政との継続的な協力関係が稗実されます。

県民の県民活動への積極的な参加を促進する効果が期待できます。

【留意点】

果民や果民活動団体との信頼関係を構築するよう留意する必要があります。そ

のため 事 前の役割分担の取り決めが大変距要です。

0政 策提言

【斑 要 】

県民や県民活動団体から政策への握言を受けたり 施 策の企画 立 費Fr階から

参爾してもらうことにより 多 様な意見を政策や施策に生かしていく形態をいい

ます

【効 果】

創造的で先駆的な提案 意 見 地 域や生活の場からの問題提起 県 民ニーズな

どを政策 施 策に反映することができます。

【留意点】

実現が困難な提案もありますが 施 策等に反映できる部分はないか 前 向きの

姿勢で取り紙むことが重要です。

(7)協 働相手となる県民活動団体を選ぶときの若眼漁

①基本的な考え方

【事業目的の確認 共 有】

協働の相手となる団体と事業目的が共有できるかどうか ま た 相 互に協力す

る意思があるかどうかが重要です

【事業遂行機力の確認】

県民活動団体は 活 動地域 規 模 旭 繊力 経 験 運 営状況など様々であり

その事業選行能力も千差万別です。このため 活 動に開する情報収集に努め 協

駒事業を確実に実施できる団体を選定することが重要です。

【公平性 透 明性】

協働相手を捜定する基準や方法は 選 択 したtttj働形態によつて異なります。例

えば 政 策握言を受ける場合と事米を姿託する場合とでは 行 政が団体に求める

ものが当然異なりますが 選 定の公平性や透明性を確保するためには そ の選定

理由を明確にしておく必要があります。
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②県民活動団体選定時の留意点

( 3 )協 働事業の実施段階での留意点

県民活動団体との協働草業の実施段階においては 次のようなことに留意する必要が

あります

①事業実施における質任の明礎化

不測の事態を想定しておき 両 者で責任の所在についてtrt議しておく必要があり
ます。

②事業実施における役割分担の再確認

事業実施前から役割分担については十分に協議しておき 実施時には再確認の上
両者が訳実に対応する必要があります。

0事 業実施中における協議の実施

事業実施中においても定期的に両者で協議する場を設け 適 正な事業実施が確保
できるように努める必要があります。

④協働関係の時限性の穫記

同一の県民活動団体との協働関係を安易に雄統することは 相 互にな存する関係
となることから 降 駒畑間を定めるなど 絶 えず見直しを行う必要があります。

県民活動団体を選ぶときの留意点として考えられる項目例です

項  目 留 汽意

活動目的 当悲協拘事業の目的と県民活動田体の活動目的の一致

活動内容
活動の実施内容 活 動歴 活 動地域 受 益者の状況/協 働事業に関連する事

業実施経験の有無 (′,ハ ウ 専 門性寄)

組織体制
会員数の多夢/脇 価事業を行うことのできる事務局体制 (専証スタッフ数
年)の 有拒/専 門的知識 技 術を有するスタンフの有無

提案能力

県民活動団体の特札を生かした企画案/事 業計画の経費 人 員 六 ケジュー

ル等の妥当性 (団体の実績との比磯)/地 投課題 県 民ニーズの把握とそれ
に対応した事業提案

財政状況
収支の健全性 安 定性/会 計関係候簿類の盟 m(収 支予算書 収 支決算書の

伯武)/監 宝結巣の状況

民 主 性 定萩 親約等の布拠/総 会の開催の有無/役 員会の開催の有無

公 開 性 活動についての情報公開の有無 公 開情報の内容

独 立 性
特定の団体や企業など 会員の偏りの有無/宗 教澪期や政治活動の実施の有

無/黒 力団との関係の有無

そ の 他 税の滞撤の有無
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(0)協 働事業の評価とフィー ドバック

①協働事業の評価 見 直し

胡触事業実施後においては 協 Jl事業の目的 協 働形態 相 手方及び事業成果等
について評価を行い 評 価結果をF/の協働事業にアィー ドタ`ックし 改 善していく
ことが必要です。

②協働事業の評価の視点

B協 的という手法の適否 有 効性
B役 割分担の妥当性
● 確駒相手の選定の妥当性
B費 用対効果の適否

【 協働形態の妥当性

E県 民活動田体の特性の発揮の度合い

E草 業目的の達成の可否

協駒事業における評価のフロー
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